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① リチウムイオン電池による火災を防ぐために 
 近年、リチウムイオン電池の発火が原因と推測されるごみ処理施設や塵芥車の火
災が日本各地で相次いでいる。長与・時津環境施設組合に確認したところ、クリー
ンパーク長与および時津クリーンセンターは十分な補償額の保険に加入しており、
万一火災で損傷を受けても施設の損害復旧については本町が支出を行う必要はない
ようだが、施設の稼働が長期間停止した場合には近隣市町にごみの処理を依頼する
ことになると考えられ、これについては保険の補償対象外であるため、相当額の委
託費等の追加支出は避けられないと考えられる。また、当然ながら処理施設や塵芥
車の火災・消火活動の際には人的被害の可能性もある。なお、クリーンパーク長与
において、大事には至ってないものの、過去３年間で４回、リチウムイオン電池が

原因と思われる火災が発生しているとのことである。 
 ごみを出すのは住民だが、ごみの適切な収集と処理・処分は自治体の責務であ
り、住民に負担・不便をかける火災事故を絶対に発生させてはならない。長与・時
津環境施設組合は独立した地方公共団体ではあるが、その運営は長与・時津両町の
負担金によって行われており、同組合および時津町と協議・協力し、リチウムイオ
ン電池類の確実な回収や処理施設での火災予防を徹底すべきと考え、以下を中心に

質問する。 
（１）長崎市は今年７月１日からリチウムイオン電池などの小型充電式電池の拠 

点回収を開始している。火災による被害を防ぐために、本町でも発火の恐れの
ある小型充電式電池類について、重点回収品目と位置づけるなど特例的な措置
をとり確実に回収すべきと考えるがどうか。 

（２）リチウムイオン電池は衝撃が加わることで爆発する危険性もある。時津クリ
ーンセンターでの目視での分別作業において、突然の爆発で被害者が出ないた
めにも高磁力選別、風力選別、AIやロボット技術による自動回収設備など、よ
り高度かつ効率的な分別方法の導入を組合に提案してはどうか。 

（３）火災などで施設の稼働が停止してごみの受け入れを中止せざるを得なくなっ
た場合、住民および事業者がごみを出せなくなる可能性はあるか。そのような
場合にも平常通りごみを出せるよう、周辺自治体と協定を締結するなどしてお
くべきと考えるがどうか。 

 
② 長与町社会福祉協議会の運営状況について  

現在、本町では社会福祉協議会（社協）の会長に、２人続けて教育長を退職した

人が就任しており、一人を挟んで更に一代前も教育長から会長に就任しているが、

教育長は教育行政の経験者ではあるが、社会福祉行政に精通しているとは言い難

く、福祉の専門家ではない教育長が何人も連続して社協の会長に就くことに疑義・

不信感を持っている町民もいる。これを踏まえ、社協に年間６千万円を超える運営

補助金を支出し、その他にも様々な福祉事業を委託している町として、社協の運

営・経営が適切かどうかを常に把握しておく必要があると考え、以下を中心に質問

する。  

（１）社協の理事は理事会 1 回につき３,０００円と報酬が規定されている中で、理

事長にあたる会長だけが週４日・午前中の勤務だけで月額２０万円の報酬を受

け取っているが、このポストに社会福祉事業についての専門性もなく、町の

様々な部局での幅広い実務経験などもない教育長が連続して就任していること

は、社協理事会内での互選の結果とはいえ明らかに不自然に思われるが、この

人事をどう考えているか。 

（２）現教育長は、退任後に社協の理事になる予定があるのか。 

（３）社協の内部からも、会長には行政の実務に精通し現職員とパイプがある人物



が、また、事務局長には社協の中でキャリアを積みその実務・組織・スタッフ

を把握している社協の職員が就くことが望ましいという声がある。町の福祉事

業の円滑な実施のためにも、社協の人事の現状が最適であるか、町として調査

を行うべきではないか。 

 


